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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第26期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第25期

会計期間
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日　

自平成22年４月１日
至平成22年６月30日　

自平成21年４月１日
至平成22年３月31日　

営業収益（百万円） 32,585 31,927 149,224

経常利益（百万円） 5,798 5,745 10,215

四半期（当期）純利益（百万円） 3,314 2,761 6,116

純資産額（百万円） 184,861 186,299 185,537

総資産額（百万円） 938,714 901,759 916,725

１株当たり純資産額（円） 45,414.89 45,820.10 45,646.72

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
1,007.17 839.01 1,858.48

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― ― ―

自己資本比率（％） 15.9 16.7 16.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
11,128 16,278 35,168

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△7,992 △11,815 6,695

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,380 △12,990 △30,028

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
14,209 11,979 20,508

従業員数（人） 666 700 673

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．営業収益には消費税等は含まれておりません。

　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、連結子会社12社及び持分法適用関連会社６社により構成され、

不動産賃貸事業及び分譲事業を主な内容としており、それ以外にその他の事業としてオフィスビルの建物管理等の事

業を営んでおります。

  当社は、親会社であるＮＴＴを中心として、地域通信事業、長距離・国際通信事業、移動通信事業及びデータ通信事

業を主に営む企業グループの中で、不動産事業を全国規模で行うグループ唯一の企業であります。

　当第１四半期連結会計期間において、各事業の主な内容に重要な変更はありません。また、当該各事業における主要

な関係会社の異動は、次のとおりであります。

(1）不動産賃貸事業

　主要な関係会社の異動はありません。

 

(2）分譲事業

　主要な関係会社の異動はありません。

 　

(3）その他

　平成22年５月に、プレミア・リート・アドバイザーズ株式会社を連結子会社としました。　

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所
資本金

（百万円）　
主要な事業
の内容

議決権の所有割
合又は被所有割
合（％）

関係内容

　（連結子会社）

プレミア・リート・アド

バイザーズ株式会社　

　東京都港区 300　 その他　　　 53.1

不動産投資信託の資産

運用

役員の兼任：４名　

　（注）主要な事業の内容には、セグメント情報の名称を記載しております。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 700（264）

　（注）従業員数は就業人員（連結会社外への出向者を除き、連結会社外からの出向者を含む。）であり、臨時従業員数は

（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

　

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 441（19）

　（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員数

は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【営業収益の状況】

当第１四半期連結会計期間のセグメントごとの営業収益の状況は以下のとおりであります。なお、本文において各事

業の営業収益はセグメント間の内部営業収益又は振替高を含んだ数値を記載しております。

セグメントの名称

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日　
　　至　平成22年６月30日）

　

 

前年同四半期比（％）

不動産賃貸事業（百万円） 23,016 △6.6

分譲事業（百万円） 7,142 19.7

　報告セグメント計（百万円） 30,159 △1.5

その他（百万円） 3,090 △0.1

消去（百万円） △1,322 ―

合計（百万円） 31,927 △2.0

（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。また、各セグメントの収益にはセグメント間の内部営業

収益又は振替高を含めております。

２.「消去」は、各セグメント間において重複している内部営業収益又は振替高を指しております。

また、当社グループの主たる事業であります不動産賃貸事業及び分譲事業の販売状況は以下のとおりであります。

(1）不動産賃貸事業

　不動産賃貸事業における用途別の営業収益等の状況は以下のとおりであります。なお、各数値については連結の

数値を記載しております。

区分
前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日　
　　至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日　
　　至　平成22年６月30日）

オフィス・商業

収益 22,923百万円 21,567百万円

貸付可能面積
1,176,617㎡

（うち、転貸　　　　21,374㎡）

1,140,147㎡

（うち、転貸　　　　16,326㎡）

住宅・その他 収益 1,732百万円 1,449百万円

収益合計 24,655百万円 23,016百万円

（注）１．貸付可能面積は、６月30日現在の数値であります。

２．転貸による貸付可能面積には、当社及び連結子会社間の契約による転貸は含まれません。

　

また、当社グループの空室率の状況は以下のとおりであります。

区分 平成21年６月 平成21年９月 平成21年12月 平成22年３月 平成22年６月

都心５区 4.8％ 4.9％ 5.5％ 6.5％ 4.9％

全国 4.4％ 5.0％ 4.8％ 6.4％ 6.2％

（注）１．空室率は、各月末日時点の数値であります。

２．「都心５区」とは、千代田区、中央区、港区、渋谷区及び新宿区を指しております。
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(2）分譲事業

分譲事業における種類別・地域別の販売状況は以下のとおりであります。

区分

　
前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日　
　　至　平成21年６月30日）

　

　

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日　
　　至　平成22年６月30日）

　

　
戸数・区画数 収益（百万円） 戸数・区画数 収益（百万円）

マンション     

 
引渡戸数

首都圏 31 987 40 1,684

 その他の地域 50 1,738 27 966

 完成在庫  287 － 198 －

宅地分譲等     

 
引渡数

首都圏 1 2,000 3 1,222

 その他の地域 77 1,240 111 1,657

 完成在庫  17 － 48 －

マンション／宅地分譲等合計     

 
引渡数

首都圏 32 2,987 43 2,906

 その他の地域 127 2,978 138 2,623

 完成在庫  304 － 246 －

その他     

 
引渡数

首都圏 － － － －

 その他の地域 －　 － 1　 1,612

 完成在庫  － － － －

総合計（収益） － 5,966 － 7,142

（注）１．共同事業物件につきましては、当社事業割合に応じた戸数を記載し、小数点以下は切捨てで表示しておりま

す。

２．完成在庫は６月末日時点の数値であります。マンションの完成在庫には、契約済未引渡しの物件が、前第１四

半期連結会計期間は34戸、当第１四半期連結会計期間は40戸含まれており、宅地分譲等の完成在庫には、契約

済未引渡しの物件が、当第１四半期連結会計期間は12区画含まれております。

３．前第１四半期連結会計期間の宅地分譲等の引渡数のうち、４件（2,308百万円）は土地の売却によるもので

す。当第１四半期連結会計期間の宅地分譲等の引渡数のうち、104件（2,580百万円）は土地の売却によるも

のです。

４．当第１四半期連結会計期間における「その他」は、マンションの一棟売却によるものであります。　

５．「首都圏」とは、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城県、群馬県及び栃木県を指しております。

　

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）業績の状況

  当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や個人消費等の持ち直しなど自律的な回復へ

の基盤が整いつつありますが、物価動向を見ると緩やかなデフレ状況にあり、また失業率が高水準にあるなど、景気

は依然として厳しい状況が続いております。先行きにつきましては、当面、雇用情勢に厳しさは残るものの、海外経

済の改善などを背景に、企業収益の改善が続くなかで、景気が自律的な回復へ向かうことが期待されています。

　賃貸オフィス市場においては、東京都心５区のオフィスビルでは、平均空室率は９％台に上昇しており、また、賃料

相場も弱含みが続くなど、厳しい状況が続いております。マンション分譲市場においては、首都圏の販売が回復基調

にあることに加え、在庫調整が進展しており、市況の好転が期待されております。

　こうした事業環境の中、当社グループは、収益力の強化に取り組みつつ、持続的な成長を目指して着実に事業を展

開し、プレミア投資法人が資産の運用を委託する資産運用会社であるプレミア・リート・アドバイザーズ株式会社

の発行済株式の過半を取得するとともに、プレミア投資法人の第三者割当増資を引受けるなど、新たな成長分野の

開拓に努めました。

　以上の結果、当第１四半期連結会計期間における経営成績は、分譲事業が増収となったものの、不動産賃貸事業が

減収となったこと等により、営業収益は31,927百万円（前年同期比658百万円減、2.0%減）、営業利益は6,981百万円

（前年同期比290百万円減、4.0%減）、経常利益は5,745百万円（前年同期比53百万円減、0.9%減）となりました。ま

た、資産除去債務の過年度分を特別損失に計上したことによる影響等により、四半期純利益は2,761百万円（前年同

期比553百万円減、16.7%減）となりました。

  当第１四半期連結会計期間のセグメントごとの営業収益の状況は以下のとおりであります。なお、本文において

各事業の営業収益はセグメント間の内部営業収益又は振替高を含んだ数値を記載しております。

　

① 不動産賃貸事業

　当第１四半期連結会計期間における不動産賃貸事業については、当第１四半期連結会計期間に取得した物件や

大手町一丁目地区第一種市街地再開発事業（東京都千代田区）等の平成22年３月期に竣工した新規取得物件の

賃料収入等があったものの、既存物件の賃料収入が減少したことや前連結会計年度に実施した物件売却の影響等

により、前年同期に対して減収減益となりました。 

　また、市場のオフィスビルの平均空室率については上昇傾向にあるものの、当社グループの保有するオフィスビ

ルの平均空室率については、東京都心５区では、平成22年３月末の6.5%から、平成22年６月末は4.9%となり、全国

ベースでみると、平成22年３月末の6.4%から、平成22年６月末は6.2%となりました。 

　一方、新規ビルの開発事業については、アーバンネット四条烏丸ビル（京都府京都市）、（仮称）福岡天神プロ

ジェクト（福岡県福岡市）、大阪駅北地区先行開発区域プロジェクト（大阪府大阪市）、大手町一丁目第２地区

第一種市街地再開発事業（東京都千代田区）、芝浦水再生センター再構築に伴う上部利用事業（東京都港区）等

が進行中であります。なお、当第１四半期連結会計期間においては、住友商事名古屋ビル（愛知県名古屋市）を取

得いたしました。

　以上の結果、当第１四半期連結会計期間における不動産賃貸事業の営業収益は23,016百万円（前年同期比1,639

百万円減、6.6%減）、営業費用は15,604百万円（前年同期比742百万円減、4.5%減）、営業利益は7,412百万円（前

年同期比896百万円減、10.8%減）となり、営業利益率は前年同期の33.7％から、当第１四半期連結会計期間は

32.2％となりました。

　

② 分譲事業

　当第１四半期連結会計期間における分譲事業のうち、マンション分譲事業については過年度竣工物件について

68戸の引き渡しを行いました。 

　当第１四半期連結会計期間は、土地の売却、特定目的会社による開発型証券化スキームを活用したマンションの

一棟売却等により、前年同期に対して増収増益となりました。

　以上の結果、当第１四半期連結会計期間における分譲事業の営業収益は7,142百万円（前年同期比1,176百万円

増、19.7%増）、営業費用は6,158百万円（前年同期比170百万円増、2.8%増）、営業利益は983百万円（前年同期は

22百万円の営業損失）となりました。

 

③ その他

　当第１四半期連結会計期間におけるその他の営業収益は3,090百万円（前年同期比３百万円減、0.1%減）、営業

利益は182百万円（前年同期比171百万円減、48.5%減）となりました。
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(2）財政状態の分析

① 連結貸借対照表の状況

　当第１四半期連結会計期間末において、資産及び負債は前連結会計年度末に比べ減少しました。純資産は前連結

会計年度末に比べ増加しました。

 

（資産の状況）

　資産の部は901,759百万円（前連結会計年度末比14,965百万円減）となりました。

　流動資産は106,332百万円（前連結会計年度末比18,867百万円減）となりました。これは、受取手形及び営業未

収入金の減少12,166百万円等によるものであります。

　固定資産は795,426百万円（前連結会計年度末比3,901百万円増）となりました。 

　

（負債の状況）　

　負債の部は715,459百万円（前連結会計年度末比15,727百万円減）となりました。

　流動負債は87,036百万円（前連結会計年度末比2,062百万円増）となりました。これは、1年以内返済予定の長期

借入金の増加10,700百万円、営業未払金の減少4,204百万円等によるものであります。

　固定負債は628,423百万円（前連結会計年度末比17,790百万円減）となりました。これは、長期借入金の減少

19,660百万円等によるものであります。

　

　なお、当第１四半期連結会計期間末において、有利子負債は486,071百万円（前連結会計年度末比10,611百万円

減）となりました。

 

（純資産の状況）

　純資産の部は186,299百万円（前連結会計年度末比761百万円増）となりました。これは、利益剰余金の増加786

百万円等によるものであります。

　

② 連結キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末において、現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末に比

べ8,529百万円減少し、11,979百万円となりました。なお、当第１四半期連結会計期間におけるフリー・キャッ

シュ・フローは前年同期より1,326百万円増加し、4,463百万円のプラスとなりました。 

 

（注）フリー・キャッシュ・フローの算定式は以下のとおりであります。

「フリー・キャッシュ・フロー＝（営業活動によるキャッシュ・フロー）＋（投資活動によるキャッシュ・

フロー）」

 

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期より5,149百万円増加し、16,278百万円の増加となりました。こ

れは主に、売上債権の減少12,344百万円、減価償却費5,925百万円、税金等調整前四半期純利益4,670百万円等によ

る資金の増加に対し、仕入債務の減少4,204百万円、たな卸資産の増加1,342百万円等による資金の減少があった

ことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期より3,823百万円減少し、11,815百万円の減少となりました。こ

れは主に、有形固定資産の取得9,623百万円等による資金の減少によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期より15,371百万円減少し、12,990百万円の減少となりました。

これは主に、投資等のための長期借入による収入7,000百万円による資金の増加に対して、長期借入金の返済

15,960百万円、配当金の支払い1,975百万円、コマーシャル・ペーパーの減少999百万円等による資金の減少が

あったことによるものであります。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　不動産賃貸事業については、当第１四半期連結会計期間の業績は、空室率の上昇に歯止めがかかったものの、賃料

下落や前連結会計年度に実施した物件売却の影響等により前年同期に対して減収減益となりました。賃料の下落に

よるテナントの移転、増床意欲も一部では出始めているものの、市場の平均空室率が引き続き高い水準にあること

から、値下げ圧力等による収益の下振れリスクに留意してまいります。

　分譲事業については、当第１四半期連結会計期間の業績は、土地の売却、マンションの一棟売却等により、前年同期

に対して増収増益となりました。マンション分譲市場においては、在庫調整が進展しているものの、雇用情勢の悪化

懸念が残っており、市況の本格回復までには至っておりません。当社といたしましては、引き続き、販売中物件の早

期販売や保有用地の事業化等によるたな卸資産の削減に努めるとともに、新たな仕入れにあたっては、エリアや対

象となる顧客層を十分に見極めることなどを通じ、収益力向上を図ってまいります。

 

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第１四半期連結会計期間においては、借入金返済、運転資金及び投資等の資金需要に対して、金融機関からの借

入等により資金調達を行いました。

　

(7）株式会社の支配に関する基本方針について

　当社としては、親会社の議決権の所有割合が50％を超えている現状に鑑みて、株式会社の支配に関する基本方針を

特段定めておらず、現時点では買収防衛策も導入しておりません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、次の設備が竣工しました。　

（当社）

名称
（所在地）

セグメント
の名称

主な用途 構造
面積（㎡） 取得価額（百万円）

竣工年月
建物 土地 建物等 土地 その他 合計

三田小山町地区第一種

市街地再開発事業

(パークコート麻布十

番 ザ タワー)

（注）

（東京都港区）

不動産

賃貸事業
オフィス

鉄筋コンクリー

ト造、一部鉄骨鉄

筋コンクリート

造、

地上36階、地下１

階

989 179 135　 157　 2　 295　
平成22年

５月

　（注) 共有物件であり、面積・取得価額とも所有持分の数値を記載しております。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、上記のとおり、前連結会計年度末に計画しておりました「三田小山町地区第一種市街地再開

発事業」は、平成22年５月に完了いたしました。 　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,500,000

計 10,500,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,291,200 3,291,200
東京証券取引所

市場第一部

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 3,291,200 3,291,200 ― ―

（注）発行済株式のうち、306,300株は、現物出資（建物等927百万円、土地（89,492㎡）2,144百万円）によるも

　　　のであります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

　平成22年４月１日

～平成22年６月30日
－ 3,291,200 － 48,760 － 34,109
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（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

　

（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　3,291,200　 3,291,200 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 3,291,200 ― ―

総株主の議決権 ― 3,291,200 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が８株含まれております。

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高（円） 92,000 92,300 80,000

最低（円） 71,200 73,100 69,500

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 　 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

ソリューション営業本部副

本部長

ソリューション営業本部第

一ソリューション部長

ソリューション営業本部第

二ソリューション部長

商業事業推進部担当

東海支店担当

中国支店担当

九州支店担当

北海道支店担当

取締役

商業事業推進部担当

東海支店担当

中国支店担当

九州支店担当

北海道支店担当

徳永　英樹 平成22年７月１日

取締役 経営企画部長 取締役
経営企画部長

財務部担当　
奥田　孝浩 平成22年７月１日

取締役 財務部長　 取締役

ソリューション営業本部副

本部長

ソリューション営業本部第

一ソリューション部長

ソリューション営業本部第

二ソリューション部長

篠田　智 平成22年７月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月1日から平

成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第１四半期連結会計期間（平成22

年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっ

ております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,053 9,601

受取手形及び営業未収入金 2,236 14,403

販売用不動産 10,831 11,767

仕掛販売用不動産 71,639 69,622

未成工事支出金 404 150

原材料及び貯蔵品 55 52

リース投資資産 1,794 1,799

預け金 3,048 12,029

繰延税金資産 1,567 1,507

その他 4,707 4,272

貸倒引当金 △6 △6

流動資産合計 106,332 125,200

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 675,904 672,971

減価償却累計額 △341,424 △335,910

建物及び構築物（純額） 334,480 337,061

機械装置及び運搬具 13,479 13,480

減価償却累計額 △11,190 △11,062

機械装置及び運搬具（純額） 2,289 2,418

土地 397,319 395,698

リース資産 726 683

減価償却累計額 △512 △523

リース資産（純額） 214 160

建設仮勘定 8,807 6,624

その他 14,047 13,997

減価償却累計額 △10,339 △10,090

その他（純額） 3,707 3,907

有形固定資産合計 746,817 745,870

無形固定資産 3,472 3,416

投資その他の資産

投資有価証券 20,618 17,535

長期前払費用 18,214 18,410

繰延税金資産 357 332

その他 5,946 5,961

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 45,135 42,238

固定資産合計 795,426 791,525

資産合計 901,759 916,725
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 2,082 6,287

リース債務 123 130

1年内返済予定の長期借入金 55,039 44,339

1年内償還予定の社債 2,611 2,861

コマーシャル・ペーパー 3,999 4,999

未払法人税等 1,561 607

瑕疵担保損失引当金 480 553

その他 21,137 25,194

流動負債合計 87,036 84,973

固定負債

社債 114,916 115,318

長期借入金 309,503 329,163

リース債務 204 157

受入敷金保証金 93,022 92,434

負ののれん ※1
 31,525

※1
 32,234

繰延税金負債 70,760 70,854

退職給付引当金 5,753 5,734

役員退職慰労引当金 97 88

瑕疵担保損失引当金 60 60

その他 2,579 166

固定負債合計 628,423 646,213

負債合計 715,459 731,187

純資産の部

株主資本

資本金 48,760 48,760

資本剰余金 34,109 34,109

利益剰余金 68,057 67,270

株主資本合計 150,927 150,140

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △41 113

為替換算調整勘定 △82 △21

評価・換算差額等合計 △124 91

少数株主持分 35,496 35,305

純資産合計 186,299 185,537

負債純資産合計 901,759 916,725
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業収益 32,585 31,927

営業原価 21,645 20,875

営業総利益 10,940 11,051

販売費及び一般管理費 ※1
 3,668

※1
 4,069

営業利益 7,272 6,981

営業外収益

受取利息 15 15

受取配当金 17 26

受取分担金 2 77

負ののれん償却額 481 481

持分法による投資利益 48 60

その他 63 111

営業外収益合計 629 772

営業外費用

支払利息 2,026 1,983

その他 76 26

営業外費用合計 2,103 2,009

経常利益 5,798 5,745

特別利益

固定資産売却益 － 204

特別利益合計 － 204

特別損失

固定資産売却損 － 8

固定資産除却損 238 269

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,001

特別損失合計 238 1,279

税金等調整前四半期純利益 5,559 4,670

法人税等 ※2
 1,906

※2
 1,565

少数株主損益調整前四半期純利益 － 3,104

少数株主利益 338 343

四半期純利益 3,314 2,761
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 5,559 4,670

減価償却費 6,344 5,925

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,001

負ののれん償却額 △481 △481

のれん償却額 32 35

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △0

受取利息及び受取配当金 △33 △42

支払利息 2,026 1,983

持分法による投資損益（△は益） △48 △60

固定資産売却損益（△は益） － △196

固定資産除却損 238 269

売上債権の増減額（△は増加） 2,242 12,344

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,969 △1,342

仕入債務の増減額（△は減少） △5,828 △4,204

受入敷金保証金の増減額（△は減少） 2,969 △688

その他 △2,420 △588

小計 13,570 18,625

利息及び配当金の受取額 61 78

利息の支払額 △1,770 △1,866

法人税等の支払額 △733 △559

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,128 16,278

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7,695 △9,623

有形固定資産の売却による収入 － 1,275

投資有価証券の取得による支出 － △3,127

投資有価証券の払戻による収入 514 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △294

その他 △810 △45

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,992 △11,815

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △13,798 －

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 5 △999

長期借入れによる収入 20,000 7,000

長期借入金の返済による支出 △1,980 △15,960

社債の発行による収入 983 －

社債の償還による支出 △402 △652

配当金の支払額 △1,974 △1,975

少数株主への配当金の支払額 △389 △364

その他 △61 △37

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,380 △12,990

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,517 △8,529

現金及び現金同等物の期首残高 8,691 20,508

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 14,209

※1
 11,979
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１.連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

　 　当第１四半期連結会計期間より、プレミア・リート・アドバイザーズ    

株式会社の株式を取得し、連結子会社に含めております。　

　

（2）変更後の連結子会社の数

　 　12社

　　

２.会計処理基準に関する事項の変更 （1）資産除去債務に関する会計基準の適用

　　 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

   （企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す 

   る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月

　 31日）を適用しております。

　   これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ28百万円減少し、税金等

   調整前四半期純利益は1,030百万円減少しております。また、当会計基準

   等の適用開始による資産除去債務の変動額は2,428百万円であります。

　

（2）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に　

 　関する当面の取扱い」の適用

     当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業

 　会計基準第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社

   の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３ 

   月10日）を適用しております。

　　 なお、これによる経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影　　

　 響はありません。

　

（3）企業結合に関する会計基準等の適用

　　 当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企　　

　 業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計　

　 基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等

　 に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26

　 日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成20

   年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平

   成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基 

   準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26 

   日）を適用しております。
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【表示方法の変更】

 
 当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年６月30日)　

表示方法の変更 (四半期連結損益計算書)

　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26

日)に基づく「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を

改正する内閣府令」(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用により、当第

１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で

表示しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．たな卸資産の評価方法 　四半期連結会計期間末におけるたな卸資産の簿価切下げに関して収益性の

低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行

なう方法を適用しております。

２．法人税等ならびに繰延税金資産及び

繰延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目及び税額控除項

目を重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合

に、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法により算定しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第1四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　負ののれんについては、のれんと相殺して表示して

おり、相殺前の金額は、のれん2,670百万円、負のの

れん34,195百万円であります。

※１　負ののれんについては、のれんと相殺して表示して

おり、相殺前の金額は、のれん2,442百万円、負のの

れん34,677百万円であります。　　　 

　

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は、次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は、次のとおりであります。

広告宣伝費 307百万円

給与、手当及び賞与 1,168百万円

退職給付費用 84百万円

役員退職慰労引当金繰入額 6百万円

業務委託費 541百万円

租税公課 473百万円

貸倒引当金繰入額 1百万円

　

広告宣伝費 228百万円

給与、手当及び賞与 1,219百万円

退職給付費用 85百万円

役員退職慰労引当金繰入額 8百万円

業務委託費 835百万円

租税公課 352百万円

　  

　

※２　「法人税等」は、「法人税、住民税及び事業税」と

「法人税等調整額」を一括して記載しております。

※２　　　　　　　　　　同左

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている科目の金額と関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている科目の金額と関係

 （平成21年６月30日現在）  （平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　
12,844百万円

預け入れ期間が３ケ月を超える

定期預金　　　　　　　　　　　　　　
△2,223百万円

流動資産「その他」に含まれる　　

　　　　　　　　　　

３ケ月未満の短期投資

3,588百万円

現金及び現金同等物　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　
14,209百万円

現金及び預金勘定　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　
10,053百万円

預け入れ期間が３ケ月を超える

定期預金　　　　　　　　　　　　　　
△2,223百万円

流動資産「預け金」に含まれる３

ケ月未満の短期投資
3,048百万円

流動資産「その他」に含まれる　　

　　　　　　　

３ケ月未満の短期投資

1,100百万円

現金及び現金同等物　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　
11,979百万円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　3,291,200株

 

２．配当に関する事項

　　配当金支払額　

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月18日

定時株主総会
普通株式 1,974利益剰余金 600平成22年３月31日平成22年６月21日
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
不動産賃貸
事業

（百万円）

分譲事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

営業収益       

(1)外部顧客に対する営業収益 24,471 5,966 2,147 32,585 ― 32,585

(2)セグメント間の内部営業収

益又は振替高
183 ― 946 1,130 (1,130) ―

計 24,655 5,966 3,094 33,716(1,130)32,585

営業利益又は営業損失（△） 8,308 △22 354 8,640 (1,368) 7,272

　（注）１．事業区分の方法

事業区分は事業の内容を勘案して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

不動産賃貸事業　　土地、建物等の賃貸

分譲事業　　　　　住宅用の土地及び建物（マンション・戸建）の販売

その他の事業　　　請負工事、不動産の運営管理受託等

 　　　 ３．会計処理の方法の変更

　　　　　前第１四半期連結累計期間

　　　　　　(完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更)

            　第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）

及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用

しております。この変更に伴う、従来の方法によった場合と比べて、「その他の事業」における影響額は軽微

であります。

　

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。　　　　　　　　

　　　　　　　

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　海外営業収益がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、「不動産賃貸事業」及び「分譲事業」の２つを報告セグメントとしております。

　「不動産賃貸事業」は、開発・保有するオフィスビル・商業施設・賃貸住宅等の不動産賃貸事業を行って

おります。「分譲事業」は、マンション分譲事業を中心とした住宅等の分譲事業を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
　
当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　 　（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
（注）　

合計不動産賃貸
事業

分譲事業 計　

営業収益   　   

外部顧客への営業収益 22,824 7,142 29,967 1,960 31,927

セグメント間の内部営業収益

又は振替高
192 ― 192 1,130 1,322

計 23,016 7,142 30,159 3,090 33,249

セグメント利益 7,412 983 8,395 182 8,578

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業に関連し

て、オフィスビルの建物管理や冷暖房供給、オフィスの模様替え工事等のテナントの要望による賃貸

ビルの工事、オフィスビルのサービス付帯設備として飲食施設の運営等の事業を含んでおります。

　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）　　

　 　（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 8,395

「その他」の区分の利益 182

セグメント間取引消去 △1,322

全社費用（注） △274

四半期連結損益計算書の営業利益 6,981

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。　

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。

　

（追加情報）

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。　
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（金融商品関係）

著しい変動がないため該当事項はありません。

　

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年

度の末日に比べて著しい変動が認められます。　

　 （単位：百万円）　
種類 取得原価 四半期連結貸借対照表計上額 差額

(1）株式 936 1,027 91
(2）債券 　 　 　

①　国債・地方債等 ― ― ―

②　社債 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

(3）その他 5,040　 4,820 △220

合計 5,976 5,848 △128

　

（賃貸等不動産関係）

著しい変動がないため該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 45,820.10円 １株当たり純資産額 45,646.72円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 1,007.17円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 839.01円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純利益（百万円） 3,314 2,761

普通株主に帰属しない金額（百万円） ―     ―

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 3,314 2,761

期中平均株式数（株） 3,291,200 3,291,200

　

（重要な後発事象）

該当事象はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月４日

エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 金 井 沢 治　　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 吉 田 秀 樹

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエヌ・ティ・ティ都

市開発株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

 

 

 

　（注）1.上記は、レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

　      2.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月４日

エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 金 井 沢 治　　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉 田 秀 樹

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエヌ・ティ・ティ都

市開発株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22 年４

月１日から平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社及び連結子会社の平成22年６月30 日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

 

 

 

　（注）1.上記は、レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

　      2.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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